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平成 19 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（連結） 

    平成 18 年 8 月 14 日 

上場会社名  株式会社アドウェイズ （コード番号：2489  東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.adways.net/ ）   

問 合 せ 先       代表取締役 岡村 陽久 ＴＥＬ：（ 03 ） 5339  ―  7122    

              執行役員  伊藤 孝之 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 
④ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開
示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
 
２．平成 19 年 3 月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 6月 30 日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                       （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 3月期第 1四半期 1,218      － 122      － 75      － 33      －

18年 3月期第 1四半期 －   － －   － －   － －   －

(参考)18 年 3 月期 3,499     － 467      － 465      － 287      －

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

19 年 3月期第 1四半期 2,458    03 2,284     66

18 年 3月期第 1四半期 －   － －   －

(参考)18 年 3 月期 22,681    98 －   －

 (注)１．売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。 
２．平成 18年 3 月期第 1四半期につきましては、四半期連結財務諸表を作成していないため、記載

を省略しております。 
３．期中平均株式数  19 年 3 月期第 1四半期 13,578 株    18 年 3月期 12,671 株 
４．持分法投資損益  19 年 3 月期第 1四半期 △3百万円    18 年 3月期 6 百万円 

 
[経営成績の進捗状況に関する定性的情報等] 

当第 1 四半期連結会計期間における我が国経済は、原油高などの不安要素はあったものの、企業収益
の改善に伴った設備投資が増加し、景気は回復基調を続けました。また、企業収益の改善が雇用、所得
環境にも好影響を与え、個人消費の回復にも寄与しております。 

当社グループが事業を行うインターネット及びモバイル関連業界は、パソコンについては、インター
ネット回線のブロードバンド化を背景に利用者が引き続き増加しており、その市場規模は安定した成長
を遂げております。携帯電話については、高速データ通信や定額料金制の普及等により市場は引き続き
増大しております。 

当社グループが手掛けておりますアフィリエイト広告事業（成果報酬型広告事業）は、その市場規模
を示す資料は公表されておりませんが、他の広告手法と比較し、広告の効果を明確に把握しやすく費用
対効果が高い広告手法として広告主の理解が得られやすいことから、インターネット及びモバイル広告
の中でも急成長を遂げているとされております。 

このような状況の中、当第 1 四半期連結会計期間の業績は、売上高は 1,218,729 千円、経常利益は
75,443 千円、第 1四半期純利益は 33,376 千円となりました。 



- 2 - 

○ 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 

① インターネット（PC）アフィリエイト広告事業             （千円未満切捨て） 

 当第 1四半期連結会計期間 
（参考） 

平成 18 年 3月期 

売上高（千円） 601,475 1,904,379

（外部売上高）（千円） 599,914 1,900,580

（セグメント間売上高）（千円） 1,560 3,798

営業費用（千円） 518,381 1,616,556

営業利益（千円） 83,093 287,822

広告主（クライアント）数 678 697

提携 Web サイト（メディア）数 91,505 82,760

インターネット（PC）アフィリエイト広告事業は、Web サイト・メールマガジンなど PC 媒体へ広告
掲載を希望する企業に向け、成果報酬型広告システム（アフィリエイトプログラム）によるサービス
を提供しております。インターネット広告市場の拡大に起因して、成果報酬型広告（アフィリエイト
広告）提供サービスの認知度が向上し、広告主（クライアント）数は減少したものの、提携 Web サイ
ト（メディア）数は大幅に増加し、「JANet」が成長することができました。 

この結果、インターネット（PC）アフィリエイト広告事業の売上高は 599,914千円、営業利益は 83,093
千円となりました。 

 

② モバイルアフィリエイト広告事業                                     （千円未満切捨て） 

 当第 1四半期連結会計期間 
（参考） 

平成 18 年 3月期 

売上高（千円） 614,340 1,561,299

（外部売上高）（千円） 613,401 1,561,299

（セグメント間売上高）（千円） 938 －

営業費用（千円） 465,233 1,162,687

営業利益（千円） 149,106 398,612

広告主（クライアント）数 651 573

提携 Web サイト（メディア）数 26,601 22,096

モバイルアフィリエイト広告事業は、携帯サイト、メールマガジンなど携帯媒体への広告掲載を希
望する企業に向け、成果報酬型広告システム（アフィリエイトプログラム）によるサービスを提供し
ております。モバイルアフィリエイト広告事業は、携帯電話の高速データ通信や定額料金制の導入等
によるユーザー層の拡大と成果報酬型広告（アフィリエイト広告）提供サービスの認知度の向上が相
まって、成果報酬型広告（アフィリエイト広告）が企業に支持されたことから、広告主（クライアン
ト）数、提携 Web サイト（メディア）数ともに大幅に増加し、「Smart-C」の成長に繋がりました。ま
た、自社メディアを運営することにより、売上高に相乗効果を得ることができました。 

この結果、モバイルアフィリエイト広告事業の売上高は、613,401 千円、営業利益は 149,106 千円
となっております。 

 
③ 受託・その他事業                                                   （千円未満切捨て） 

 当第 1四半期連結会計期間 
（参考） 

平成 18 年 3月期 

売上高（千円） 5,412 37,310

（外部売上高）（千円） 5,412 37,310

（セグメント間売上高）（千円） － －

営業費用（千円） 16,962 44,569

営業損失（△）（千円） △ 11,550  △ 7,258

受託・その他広告事業は、中国の愛徳威軟件開発（上海）有限公司において中国市場向けの新規事
業の準備、システム投資、及びそれに伴う人員増等の先行投資のため、営業費用が増加しております。 

この結果、受託・その他事業の売上高は、5,412 千円、営業損失は 11,550 千円となっております。 
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(2) 連結財政状態の変動状況                                               （百万円未満切捨て） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％  円    銭

19 年 3月期第 1四半期 4,172   3,274  78.5  213,821    65

18 年 3月期第 1四半期 －   －  －  －  －

(参考)18 年 3 月期 1,651    637  38.6  47,843    37

（注）平成 18 年 3 月期第 1 四半期につきましては、四半期連結財務諸表を作成していないため、記載を
省略しております。 

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況                                         （百万円未満切捨て） 

 
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3月期第 1四半期 △57  △136  2,591   3,122  

18 年 3月期第 1四半期 －    －    －     －    

(参考)18 年 3 月期 445  △71  42   724  

（注）平成 18 年 3 月期第 1 四半期につきましては、四半期連結財務諸表を作成していないため、記載を
省略しております。 

 
[連結財政状態の変動状況に関する定性情報等] 

当第 1 四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

期首残高に比べ2,397,820千円増加し、当第1四半期連結会計期間末には3,122,790千円となりました。

当第 1 四半期連結会計期間末における各連結キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとお

りであります。 

なお、平成 18 年 3 月期第 1四半期につきましては、四半期連結財務諸表を作成していないため、記載

を省略しております。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、57,594 千円の支出となりました。これは主に、税金等調整

前第 1四半期純利益を 57,554 千円計上したこと、ポイント引当金が 6,910 千円増加したこと、新株発

行費を 9,557 千円計上したこと、売上債権 20,734 千円の減少、仕入債務 9,918 千円の減少及び法人税

等の支払額を 176,245 千円計上したこと等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、136,619 千円の支出となりました。これは主に、本社移転

に伴う差入保証金の差入による支出 83,174 千円等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,591,810 千円の収入となりました。これは長期借入金の

返済による支出 12,189 千円、新株発行による収入 2,604,000 千円によるものであります。 

 
３．平成 19年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3月 31 日）  （百万円未満切捨て） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円

中  間  期 2,787  156  89  

通     期 7,064  603  354  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  23,809 円 44 銭 
＊ 1 株当たりの予想当期純利益の計算には、18年 6月 20 日付の公募株式数 2,000 株を勘案後の期中平均

株式数 14,882 株を使用しております。 
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[業績予想に関する定性的情報等] 
当第 1 四半期において、当社グループの業績は計画通り順調に推移いたしました。引き続き、インタ

ーネットアフィリエイト広告事業及びモバイルアフィリエイト広告事業の両方を、ある一定の規模で事
業展開していることを強みとし、インターネット及びモバイルの両方にアフィリエイト広告を出稿した
いというクライアントのニーズに対して、当社サービスをワンストップで提供していきます。また、今
後は中国において日本で事業展開している広告サービスのノウハウと中国のインターネット広告サービ
ス「CHANet」、「Keynet」の事業基盤を活かし、未だモバイル広告のプラットホームが確立されていない
中国モバイル広告市場の開拓を視野に入れてまいります。 

以上により、平成 19 年 3月期の業績予想につきましては、平成 18 年 6 月 20 日公表の業績予想に変更
はありません。 

 
 
 ※上記業績予想につきましては、現在当社が入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の 

業績は今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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四半期連結財務諸表 

(1)四半期連結貸借対照表 

  
当第１四半期連結会計期間末 

（平成18年6月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  3,122,790  724,970 

２．売掛金  720,755  741,489 

３．たな卸資産  173  129 

４．繰延税金資産  6,235  15,385 

５．その他  26,838  20,051 

貸倒引当金  △4,000  △4,000 

流動資産合計  3,872,794 92.8  1,498,027 90.7

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1 116,642 2.8  62,326 3.8

２．無形固定資産  56,753 1.4  43,951 2.7

３．投資その他の資産    

(1)繰延税金資産  6,293 5,006  

(2)その他  120,499 126,792 3.0 41,875 46,882 2.8

固定資産合計  300,188 7.2  153,159 9.3

資産合計  4,172,982 100.0  1,651,187 100.0
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当第１四半期連結会計期間末 

（平成18年6月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  611,354  621,273

２．一年以内返済予定長期借

入金 
 44,070  48,758

３．未払法人税等  18,455  180,394

４．ポイント引当金  6,910  －

５．その他  146,702  85,414

流動負債合計  827,493 19.8  935,840 56.7

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  70,810  78,312

固定負債合計  70,810 1.7  78,312 4.7

負債合計  898,303 21.5  1,014,152 61.4

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  － －  141,985 8.6

Ⅱ 資本剰余金  － －  131,985 8.0

Ⅲ 利益剰余金  － －  363,106 22.0

Ⅳ 為替換算調整勘定  － －  △41 △0.0

資本合計  － －  637,034 38.6

負債及び資本合計  － －  1,651,187 100.0

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  1,443,985 34.6  － －

２．資本剰余金  1,433,985 34.4  － －

３．利益剰余金  396,482 9.5  － －

株主資本合計  3,274,452 78.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．為替換算調整勘定  225  －

評価・換算差額等合計  225 0.0  － －

純資産合計  3,274,678 78.5  － －

負債純資産合計  4,172,982 100.0  － －
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(2)四半期連結損益計算書 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  1,218,729 100.0  3,499,191 100.0

Ⅱ 売上原価  878,124 72.0  2,513,977 71.8

売上総利益  340,604 28.0  985,213 28.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 217,704 17.9  517,523 14.8

営業利益  122,900 10.1  467,689 13.4

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  26 62 

２．デリバティブ評価益  83 1,377 

３．持分法による投資利益  － 6,487 

４．その他  80 190 0.0 27 7,955 0.2

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  914 4,924 

２．借入金期限前返済解約 
費用 

 － 2,253 

３．新株発行費  9,557 1,101 

４．上場関連費用  33,175 － 

５．その他  3,999 47,646 3.9 1,519 9,798 0.3

経常利益  75,443 6.2  465,846 13.3

Ⅵ 特別利益   

 １．固定資産売却益 ※2 － 2,277 

 ２．営業権譲渡益  － － － 3,000 5,277 0.1

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※3 － 1,583 

２．本社移転費用 ※4 12,117 － 

３．過年度ポイント引当金 
繰入額 

 5,771 17,888 1.5 － 1,583 0.0

税金等調整前第１四半
期(当期)純利益 

 57,554 4.7  469,540 13.4

法人税、住民税及び事業
税 

 16,309 196,388 

法人税等調整額  7,867 24,177 2.0 △14,262 182,126 5.2

第１四半期（当期）純利
益 

 33,376 2.7  287,414 8.2
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   (3)連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   57,240 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．増資による新株の発行  46,125  

２．新株予約権の行使によ 
る新株の発行 

 28,620 74,745 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   131,985 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   75,691 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  287,414 287,414 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   363,106 

    

 

 

   (4)四半期連結株主資本等変動計算書 

   当第１四半期連結会計期間（平成 18 年 4 月 1日～平成 18 年 6月 30 日）        （単位：千円） 

株主資本 
評価・ 

換算差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本合

計 

為替換算 

調整勘定 

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日 

残高 
141,985 131,985 363,106 637,076 △41 637,034

四半期中の変動額   

新株の発行 1,302,000 1,302,000 2,604,000  2,604,000

第１四半期純利益  33,376 33,376  33,376

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） 
 267 267

四半期中の変動額 合計 1,302,000 1,302,000 33,376 2,637,376 267 2,637,644

平成 18 年 6月 30 日 

残高 
1,443,985 1,433,985 396,482 3,274,452 225 3,274,678
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(5)四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前第１四半
期（当期）純利益 

 57,554 469,540 

減価償却費  12,784 37,739 

営業権償却  200 800 

貸倒引当金の増加額  － 1,710 

ポイント引当金の増加
額 

 6,910 － 

新株発行費  9,557 1,101 

受取利息及び受取配当
金 

 △26 △62 

支払利息  914 4,924 

固定資産売却益  － △2,277 

固定資産除却損  － 1,583 

営業権譲渡益  － △3,000 

持分法による投資損益  3,710 △6,487 

売上債権の減少額 
（△増加額） 

 20,734 △358,602 

仕入債務の増加額 
（△減少額） 

 △9,918 336,607 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △24,027 21,687 

未払金及び未払費用の
増加額 

 34,456 11,726 

その他  6,682 △6,357 

小計  119,533 510,634 

利息及び配当金の受取
額 

 26 62 

利息の支払額  △909 △4,799 

法人税等の支払額  △176,245 △60,896 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △57,594 445,001 
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当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 

至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 250 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △35,319 △35,239 

無形固定資産の売却に
よる収入 

 － 2,333 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △17,776 △33,652 

貸付金の回収による収
入 

 － 300 

差入保証金の回収によ
る収入 

 540 374 

差入保証金の差入によ
る支出 

 △83,174 △6,339 

その他  △888 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △136,619 △71,973 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

長期借入金の返済によ
る支出 

 △12,189 △105,673 

新株発行による収入  2,604,000 91,649 

新株予約権の行使によ
る新株発行収入 

 － 56,738 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,591,810 42,715 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 224 747 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 2,397,820 416,490 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 724,970 308,479 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第
１四半期末（期末）残高 

※1 3,122,790 724,970 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 1社 

全ての子会社を連結しております。 

連結子会社の名称 

愛徳威軟件開発（上海）有限公司 

 

(1) 

同 左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 1社 

全ての関連会社に持分法を適用して

おります。 

会社等の名称 

㈱ネットマーケティング 

 

(2) 同社の第１四半期決算日が第１四半

期連結決算日と異なるため、第１四半

期連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

 

(1) 

同 左 

 

 

 

 

(2) 同社の決算日が連結決算日と異なる

ため、連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

３．連結子会社の四半期決算

日（決算日）等に関する

事項 

連結子会社 愛徳威軟件開発（上海）

有限公司の第１四半期決算日は３月

31日であります。 

第１四半期連結財務諸表の作成に当

たっては、同第１四半期決算日現在

の財務諸表を使用しております。但

し、４月１日から第１四半期連結決

算日６月30日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 

連結子会社 愛徳威軟件開発（上海）

有限公司の決算日は12月31日であり

ます。 

連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用して

おります。但し、１月１日から連結

決算日３月31日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 
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項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①デリバティブ 

時価法を採用しております。 

 

②たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

貯蔵品 

先入先出法による原価法を採用して

おります。 

 

①有形固定資産 

当社は定率法を、また在外連結子会社

は当該国の会計基準に基づく定額法を

採用しております。 

主な耐用年数 

 建物          8～15年 

工具器具備品      4～8年 

 

②無形固定資産 

 当社は定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（3～5

年）に基づいております。 

 

 

①デリバティブ 

同 左 

 

②たな卸資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

①有形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 13 - 

項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 重要なリース取引の

処理方法 

 

 

 

 

(5) その他四半期連結財

務諸表（連結財務諸

表）作成のための重

要な事項 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

②ポイント引当金 

顧客に付与されたポイントの使用によ

る費用発生に備えるため、当第１四半期

会計期間末において将来使用されると

見込まれる額を計上しております。 

(追加情報） 

ポイント引当金は、ポイント付与数及び

ポイント利用数が増加したことから重

要性が増し、かつ、当第１四半期会計期

間末において将来利用されると見込ま

れる額の合理的な算定が可能となった

ことから、当第１四半期会計期間より計

上することといたしました。 

これに伴い、従来の方法に比較して売上

総利益、営業利益及び経常利益はそれぞ

れ1,139千円減少し、さらに特別損失と

して過年度分のポイント引当金繰入額

を5,771千円計上したことにより、税金

等調整前第１四半期純利益は6,910千円

減少しております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

①貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

 

 

―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 左 

 

 

 

 

 

①消費税等の会計処理 

同 左 
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項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

５．四半期連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キャ

ッシュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

四半期連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

 

 

 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成18年4月 1日 

至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当第１四半期連結会計期間より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準第8号

平成17年12月9日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、3,274,678

千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当第１四半

期連結会計期間における第１四半期連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成18年6月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年3月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は35,627千円であ

ります。 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は29,968千円であ

ります。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）  

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

役員報酬            14,527千円 

給料手当            72,759千円 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

役員報酬            49,750千円 

給料手当           170,438千円 

採用教育費           43,393千円 

貸倒引当金繰入額        1,776千円 

減価償却費           17,653千円 

 

※２      ―――――――― 

  

  

  

※３       ―――――――― 

※２ 固定資産売却益 

ソフトウエア  2,241千円

工具器具備品    35千円

合計  2,277千円

※３ 固定資産除却損 
  

  
 

建物  1,583千円

合計  1,583千円
 

※４ 本社移転費用 

固定資産除却損 

原状回復費用 

 6,947千円

  5,170千円

合計  12,117千円
 

※４             ―――――――― 

  



- 16 - 

 

（四半期連結株主資本等変動計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1 日 至 平成 18 年 6月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項                  （単位：株） 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
増加 減少 

当第１四半期連結 
会計期間末 

発行済株式     

普通株式 13,315 2,000 － 15,315 

合計 13,315 2,000 － 15,315 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加 2,000 株は、平成 18 年 6 月 20 日付公募増資による新株発行であります。 

 

２．新株予約権に関する事項                                                                    （単位：株） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

前連結会
計年度末 

増加 減少 
当第１四半
期連結会計
期間末 

当第１四
半期連結
会計期間
末残高
（千円）

平成 17 年４月 

第 1回新株予約権 
（注２） 

普通株式 378 － － 378 － 

平成 17 年４月 

第 2回新株予約権 
 

普通株式 251 － － 251 － 

平成 17 年６月 

第 3回新株予約権 
（注１）（注２） 

普通株式 287 － 7 280 － 

提出会社 

（親会社） 

平成 17 年６月 

第 4回新株予約権 
 

普通株式 165 － － 165 － 

合計   1,081 － 7 1,074 － 

（注） １．第 3回新株予約権の当第１四半期の減少はすべて消却によるものであります。 

    ２．上記の新株予約権のうち、第 1回新株予約権と第 3回新株予約権は権利行使期間の初日が到来していな

いものであります。 

 

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

 



- 17 - 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の第１四半期期末残高と第

１四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年6月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年3月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定      3,122,790  

現金及び現金同等物     3,122,790  

 

（千円）

現金及び預金勘定      724,970  

現金及び現金同等物     724,970  
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（リース取引関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び第１四半期末残高相

当額 

 取得価額相

当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

第 1四半期

末残高相当

額 

(千円) 

工具器具備品 3,612 75 3,537

合 計 3,612 75 3,537

(2) 未経過リース料第１四半期末残高相当額等 

未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 855千円 

１年超   2,687千円 

合計   3,543千円 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 81千円 

減価償却費相当額      75千円  

支払利息相当額      11千円  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

連結財務諸表等規則第15条の3の規定により、注記

を省略しております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年内     12,486千円 

 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年内     17,796千円 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び当第１四半期連結会計期間（自平成

18 年 4 月 1日 至平成 18 年 6月 30 日）において該当事項はありません。 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当第１四半期連結会計期間末（平成18年6月30日） 前連結会計年度末（平成18年3月31日） 

種類 
契約額等 
（千円） 

 
契約額等
のうち１
年超 
（千円） 

 

時価 
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

 
契約額等
のうち１
年超 
（千円）

 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円）

金利スワップ
取引 70,000 50,000 32 83 75,000 55,000 △51 1,354

合計 70,000 50,000 32 83 75,000 55,000 △51 1,354
 

 

 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び当第１四半期連結会計期間（自平成

18 年 4 月 1日 至平成 18 年 6月 30 日） 

当社グループは、退職給付制度がないため、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 6月 30 日） 

 

インターネッ
ト（PC）アフ
ィリエイト広

告事業 
（千円） 

モバイルアフ
ィリエイト広

告事業 
（千円） 

受託・その他
事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 599,914 613,401 5,412 1,218,729 － 1,218,729

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,560 938 － 2,499 (2,499) －

計 601,475 614,340 5,412 1,221,228 (2,499) 1,218,729

営業費用 518,381 465,233 16,962 1,000,577 95,251 1,095,829

営業利益又は営業損失（△） 83,093 149,106 △11,550 220,650 （97,750） 122,900

（注）1．事業区分の方法 

事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

2．各区分に属する主要な製品 

(1) インターネット（PC）アフィリエイト広告事業 

インターネットを介したアフィリエイト広告事業等 

(2) モバイルアフィリエイト広告事業 

携帯電話を介したアフィリエイト広告事業等 

(3) 受託・その他事業 

システム利用料の収受等 

3．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 97,750 千円であり、その主

なものは、全社にかかる人件費その他であります。 
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前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

 

インターネッ
ト（PC）アフ
ィリエイト広

告事業 
（千円） 

モバイルアフ
ィリエイト広

告事業 
（千円） 

受託・その他
事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 1,900,580 1,561,299 37,310 3,499,191 － 3,499,191

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

3,798 － － 3,798 (3,798) －

計 1,904,379 1,561,299 37,310 3,502,989 (3,798) 3,499,191

営業費用 1,616,556 1,162,687 44,569 2,823,812 207,688 3,031,501

営業利益又は営業損失（△） 287,822 398,612 △7,258 679,177 （211,487） 467,689

（注）1．事業区分の方法 

事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

2．各区分に属する主要な製品 

(1) インターネット（PC）アフィリエイト広告事業 

インターネットを介したアフィリエイト広告事業等 

(2) モバイルアフィリエイト広告事業 

携帯電話を介したアフィリエイト広告事業等 

(3) 受託・その他事業 

システム開発の請負、システム利用料の収受等 

3．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 211,487 千円であり、その

主なものは、全社にかかる人件費その他であります。 

 
【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 6月 30 日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が 90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が 90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

当第１四半期連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 6月 30 日） 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 
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（1 株当たり情報） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

１株当たり純資産額 213,821円65銭 

１株当たり第１四半期純利益 2,458円03銭 

潜在株式調整後１株当たり 

第１四半期純利益 

  2,284円66銭 

 

１株当たり純資産額         47,843円37銭 

１株当たり当期純利益        22,681円98銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

 

当社は、平成17年４月８日付で普通株式１株につき

50株の株式分割を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情報は、以下のと

おりとなります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額         16,896円86銭 

１株当たり当期純利益        5,125円03銭 

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

（注） 1 株当たり第１四半期（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日） 

１株当たり第１四半期（当期）純利益金額   

第１四半期（当期）純利益（千円） 33,376 287,414 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る第１四半期（当期） 

純利益（千円） 
33,376 287,414 

期中平均株式数（株） 13,578 12,671 

潜在株式調整後１株当たり第１四半期 
純利益金額 

  

第１四半期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,030 － 

（うち新株予約権） （1,030） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後 1 株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

－ 
新株予約権（新株予約権の数

1,081 個）。 
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（重要な後発事象） 

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成18年4月 1日 

 至 平成18年6月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成18年3月31日） 

―――――――― 

 

平成18年５月22日及び平成18年６月１日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平

成18年６月19日に払込が完了いたしました。 

この結果、平成18年６月19日付で資本金は1,443,985

千円、発行済株式総数は15,315株となっております。 

① 募集方法       ：一般募集 

(ブックビルディング方式 

による募集) 

② 発行する株式の種類及：普通株式 2,000株 

び数 

③ 発行価格            ：１株につき 1,400,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額            ：１株につき 1,302,000円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額            ：１株につき 1,020,000円 

(資本組入額  651,000円) 

⑥ 発行価額の総額      ：         2,040,000千円 

⑦ 払込金額の総額      ：         2,604,000千円 

⑧ 資本組入額の総額    ：         1,302,000千円 

⑨ 払込期日            ：      平成18年６月19日 

⑩ 資金の使途          ：設備投資及び長期借入金の

返済 
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平成 19 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（個別） 
平成 18 年 8月 14 日 

上場会社名 株式会社アドウェイズ （コード番号：2489  東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.adways.net/ ）   

問 合 せ 先       代表取締役 岡村 陽久 ＴＥＬ：（ 03  ） 5339 ―  7122     

              執行役員  伊藤 孝之 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
 
２．平成 19 年 3 月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 6月 30 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                            （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 3月期第 1四半期 1,213      － 110      － 67      －   28     －

18年 3月期第 1四半期 －   － －   － －   － －   －

(参考)18 年 3 月期 3,492      － 464   － 457      － 279     －

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭

19 年 3月期第 1四半期 2,080     58

18 年 3月期第 1四半期 －   －

(参考)18 年 3 月期 22,034    25

 (注)１．売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。 
２．平成 18 年 3 月期第 1四半期につきましては、四半期財務諸表を作成していないため、記載を省

略しております。 
３．期中平均株式数  19 年 3 月期第 1四半期 13,578 株    18 年 3月期 12,671 株 

 
(2) 財政状態の変動状況                                                   （百万円未満切捨て） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年 3月期第 1四半期 4,161   3,271   78.6  213,620    16

18 年 3月期第 1四半期 －   －   －  －  －

(参考)18 年 3 月期 1,648   639   38.8  48,016    61

（注）平成 18 年 3 月期第 1四半期につきましては、四半期財務諸表を作成していないため、記載を省略し
ております。 

 
３．平成 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3 月 31 日）    （百万円未満切捨て） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中  間  期 2,773 152 86

通     期 7,001 587 345

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 23,187 円 82 銭 
＊ 1 株当たりの予想当期純利益の計算には、18年 6月 20 日の公募株式数 2,000 株を勘案後の期中平均株

式数 14,882 株を使用しております。 
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４．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

        第 1 四半期末 中間期末 第 3 四半期末 期末 その他 年間 
18 年 3 月期 0 0 0 0 0 0 
19 年 3 月期（実績） 0    ― ― ― ― ― 
19 年 3 月期（予想） ― 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記業績予想につきましては、現在当社が入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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四半期財務諸表 

(1) 四半期貸借対照表 

  
当第１四半期会計期間末 
（平成18年6月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  3,106,702 717,307 

２．売掛金  718,713 739,107 

３．たな卸資産  173 129 

４．繰延税金資産  6,235 14,964 

５．その他  35,468 29,633 

貸倒引当金  △4,000 △4,000 

流動資産合計  3,863,293 92.8  1,497,142 90.8

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産 ※１ 99,751 49,627 

２．無形固定資産  67,192 53,691 

３．投資その他の資産   

(1)繰延税金資産  4,629 3,822 

(2)その他  126,336 44,014 

計  130,966 47,837 

固定資産合計  297,910 7.2  151,156 9.2

資産合計  4,161,204 100.0  1,648,298 100.0
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当第１四半期会計期間末 

（平成18年6月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  611,354 621,273 

２．一年以内返済予定長期 

借入金 
 44,070 48,758 

３．未払法人税等  15,397 180,394 

４．ポイント引当金  6,910 － 

５．その他 ※２ 141,068 80,219 

流動負債合計  818,801 19.7  930,645 56.5

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  70,810 78,312 

固定負債合計  70,810 1.7  78,312 4.7

負債合計  889,611 21.4  1,008,957 61.2

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  － －  141,985 8.6

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  － 131,985 

資本剰余金合計  － －  131,985 8.0

Ⅲ 利益剰余金   

１．当期未処分利益  － 365,371 

利益剰余金合計  － －  365,371 22.2

資本合計  － －  639,341 38.8

負債・資本合計  － －  1,648,298 100.0

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  1,443,985 34.7  － －

２．資本剰余金   

(1)資本準備金  1,433,985 － 

資本剰余金合計  1,433,985 34.4  － －

３．利益剰余金   

(1)その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  393,622 － 

利益剰余金合計  393,622 9.5  － －

株主資本合計  3,271,592 78.6  － －

純資産合計  3,271,592 78.6  － －

負債・純資産合計  4,161,204 100.0  － －
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(2) 四半期損益計算書 

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  1,213,774 100.0  3,492,594 100.0

Ⅱ 売上原価  893,918 73.7 2,540,065 72.7

売上総利益  319,856 26.3
 

952,528 27.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  209,001 17.2  487,610 14.0

営業利益  110,855 9.1  464,918 13.3

Ⅳ 営業外収益  109 0.0  1,427 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※１ 43,650 3.6  8,680 0.2

経常利益  67,314 5.5  457,665 13.1

Ⅵ 特別利益  － －  5,277 0.2

Ⅶ 特別損失 ※２ 17,888 1.5  － －

税引前第１四半期（当
期）純利益 

 49,425 4.0  462,943 13.3

法人税、住民税及び事業
税 

 13,251 196,388 

法人税等調整額  7,922 21,173 1.7 △12,652 183,736 5.3

第１四半期（当期）純利
益 

 28,251 2.3  279,206 8.0

前期繰越利益  －  86,164

当期未処分利益  －  365,371
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(3) 四半期株主資本等変動計算書 

   当第１四半期会計期間（平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 6月 30 日）          （単位：千円） 

株主資本 
 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余金

 
資本金 

資本 

準備金 

資本剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

株主資本

合計 

純資産 

合計 

平成 18 年 3月 31 日 

残高 
141,985 131,985 131,985 365,371 365,371 639,341 639,341

四半期中の変動額   

新株の発行 1,302,000 1,302,000 1,302,000 2,604,000 2,604,000

第１四半期純利益  28,251 28,251 28,251 28,251

四半期中の変動額 

合計 
1,302,000 1,302,000 1,302,000 28,251 28,251 2,632,251 2,632,251

平成 18 年 6月 30 日 

残高 
1,443,985 1,433,985 1,433,985 393,622 393,622 3,271,592 3,271,592
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当第１四半期会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

同 左 

 (2) デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(2) デリバティブ 

同 左 

 (3) たな卸資産 

    仕掛品 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

  貯蔵品 

先入先出法による原価法を採用して

おります。 

(3) たな卸資産 

    仕掛品 

同 左 

 

  貯蔵品 

同 左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物附属設備 8～15年

工具器具備品 4～ 8年

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（3

～5年）に基づいております。 

(1) 有形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

同 左 
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項目 
当第１四半期会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) ポイント引当金 

顧客に付与されたポイントの使用に

よる費用発生に備えるため、当第１

四半期会計期間末において将来使用

されると見込まれる額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

ポイント引当金は、ポイント付与数

及びポイント利用数が増加したこと

から重要性が増し、かつ、当第１四

半期会計期間末において将来利用さ

れると見込まれる額の合理的な算定

が可能となったことから、当第１四

半期会計期間より計上することとい

たしました。 

これに伴い、従来の方法に比較して

売上総利益、営業利益及び経常利益

はそれぞれ1,139千円減少し、さら

に特別損失として過年度分のポイ

ント引当金繰入額を5,771千円計上

したことにより、税金等調整前第１

四半期純利益は6,910千円減少して

おります。 

 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

 

―――――――― 

 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同 左 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

同 左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当第１四半期会計期間 

（自  平成18年4月 1日 

至 平成18年6月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当第１四半期会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、3,271,592

千円であります。 

なお、中間財務諸表規則の改正により、当第１四半期会計

期間における当第１四半期貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表規則により作成しておりま

す。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

 

注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成18年6月30日） 

前事業年度 
（平成18年3月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                                     31,314千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   26,944千円 

※２ 消費税の取扱い 

     仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、金額

的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 

※２       ―――――――― 

 

                 

 

（四半期損益計算書関係） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

  
※１ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息  914千円 

上場関連費用  33,175千円 

新株発行費   9,557千円 

  

※１ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息  4,924千円 

借入金期限前返済解約費用  2,253千円 

新株発行費   1,101千円 
 

※２ 特別損失のうち主要なもの 

本社移転費用                    12,117千円 

 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,728千円 

無形固定資産  6,147千円 

  
 

※２       ―――――――― 

 

 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 19,762千円 

無形固定資産 17,979千円 
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（四半期株主資本等変動計算書関係） 

当第１四半期会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年6月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

 （リース取引関係） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

  
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び第１四半期末残高相

当額 

 取得価額相

当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

第 1四半期

末残高相当

額 

(千円) 

工具器具備品 3,612 75 3,537

合 計 3,612 75 3,537
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により注

記を省略しております。 

(2) 未経過リース料第１四半期末残高相当額等 

  未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 855千円 

１年超   2,687千円 

合計   3,543千円 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 81千円 

減価償却費相当額      75千円  

支払利息相当額      11千円  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成 17 年 4月 1日 至 平成 18 年 3月 31 日）及び当第１四半期会計期間（自 平成 18 年 4 月

1日 至 平成 18 年 6月 30 日）において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（1 株当たり情報） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

１株当たり純資産額 213,620円16銭 

１株当たり第１四半期純利益 2,080円58銭 

潜在株式調整後１株当たり 

第１四半期純利益 

  1,933円83銭 

 

１株当たり純資産額         48,016円61銭 

１株当たり当期純利益        22,034円25銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

 

当社は、平成17年４月８日付で普通株式１株につき50

株の株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報は、以下のとおりとな

ります。 

 前事業年度 

１株当たり純資産額          17,851円22銭 

１株当たり当期純利益         6,065円54銭 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

 （注）1株当たり第１四半期（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

１株当たり第１四半期（当期）純利益金額   

第１四半期（当期）純利益（千円） 28,251 279,206 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る第１四半期（当期）純利
益（千円） 

28,251 279,206 

期中平均株式数（株） 13,578 12,671 

潜在株式調整後１株当たり第１四半期 
純利益金額 

 
 

第１四半期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,030 － 

（うち新株予約権） （1,030） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後 1 株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ 

新株予約権（新株予約権の数

1,081 個）。 
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（重要な後発事象） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

―――――――― 

 

 

 

平成18年５月22日及び平成18年６月１日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平

成18年６月19日に払込が完了いたしました。 

この結果、平成18年６月19日付で資本金は1,443,985

千円、発行済株式総数は15,315株となっております。 

① 募集方法       ：一般募集 

(ブックビルディング方式 

による募集) 

② 発行する株式の種類及：普通株式 2,000株 

び数 

③ 発行価格            ：１株につき 1,400,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額            ：１株につき 1,302,000円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額            ：１株につき 1,020,000円 

(資本組入額  651,000円) 

⑥ 発行価額の総額      ：         2,040,000千円 

⑦ 払込金額の総額      ：         2,604,000千円 

⑧ 資本組入額の総額    ：         1,302,000千円 

⑨ 払込期日            ：      平成18年６月19日 

⑩ 資金の使途          ：設備投資及び長期借入金の

返済 

 

 


